
 
 

る、学校運営協議会の設置を努力義務化し全国的な拡大を図るべきであると

の意見があった。 

 

○ また、現在、中央教育審議会において、小中一貫教育の制度化をはじめと

する学校段階間の連携の一層の推進について審議がなされているが、中学校

区を一つの運営単位として捉えたコミュニティ・スクールの設置を拡大して

いくためにも、複数校の連携・接続に留意した学校運営協議会制度の在り方

について検討していく必要がある。今後の検討に当たっては、同審議会の審

議との接続に留意が必要である。 

 

○ このほか、学校を支援する活動等の継続的・安定的な財源を確保するため、

民間資金も含めた学校ファンドの仕組みについて検討する必要がある。 

 

＜首長部局との協働による地域とともにある学校づくりの在り方＞ 

○ 教育委員会制度改革を踏まえて、教育委員会と首長部局等との協働をいか

にして推進していくべきか。 

・教育委員会と首長部局等のパートナーシップの在り方 

  等について検討が必要である。 

 

○ 関連する意見として、新しい教育委員会制度における総合教育会議との関

係の在り方についても検討が必要との意見があった。 
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・学校運営の基本方針の承認（必須）
・学校運営に関する意見（任意）
・教職員の任用に関する意見（任意）
＋ 学校支援活動等の総合的な企画・調整、学校関係者評価の基
本方針の検討など,学校運営に関する全体的な協議を行う場に

コミュニティ・スクールと学校支援地域本部等の一体的推進の姿（イメージ図）

ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ（学校運営協議会制度）
地域住民等の学校運営への参画

学校支援地域本部等
地域住民等による教育活動等への支援

地域とともにある
学校運営

学校運営協議会

＜学校運営協議会の組織図（一例）＞

※各地域・学校の特色ある活動として、地域教育部会、コミュニケーション
推進部会、ふるさと学習部会など多様なケースが考えられる。

学校運営協議会の機能と、学校支援や学校関係者評価等の機能を一体的に推進
することで、学校運営の改善を果たすＰＤＣＡサイクルを確立

（別紙）

学校支援地域本部等

地域コーディネーター

学校と地域、学校と放課後のつなぎ役

地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等が主体となり、
ＰＴＡや地域人材の参画を得て、
各々の組織・場で取組を実践

学校の支援活動
（学習・部活動等支援、環境整備等）

放課後の支援活動
（放課後子供教室）

家庭教育支援 等

土曜授業・学習支援 等

学校関係者評価の実施

学校関係者評価

活動へ
の反映

参画

体制イメージ 学校運営協議会委員としてＰＴＡ関係者や地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等家庭・地域の代表が参画。

子供の教育に関する課題・目標等を共有し、連携協力体制を構築。

⇒共通したビジョンをもって、各々の組織・場で様々な支援の取組等を実践。

研修等イメージ 教職員や学校運営協議会委員、地域コーディネーター等に対する研修等を実施。
⇒情報共有・熟議等のネットワークづくりによる一体的な取組の充実
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・学校運営の基本方針の承認（必須）
・学校運営に関する意見（任意）
・教職員の任用に関する意見（任意）

学校運営協議会

地域住民や保護者、地域の団体等の人材
が参画し、活動プログラム等を企画。
※任意設置

学校支援地域本部等

学校区の協議会等

会議体の
統合・連携

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
の参画

＜一体的なコミュニティ・スクールのイメージ＞

コミュニティ・スクール

一体的な推進に向けた段階のパターン（一例）

地域コーディネーター

学校支援活動、放課後支援活動 等

＜両者の仕組みがある場合＞

＜学校支援や学校関係者評価の仕組みのみがある場合＞

学校支援等を協議する場、学校関係者
評価を実施する場を、学校運営につい
て広く協議する場に発展

学校運営の基本方針の承認など学校運
営協議会の機能に加え、学校支援や学
校関係者評価の機能も併せ持つ組織へ

学校運営協議会

学校支援地域本部等

会議体を

学校運営協議会
に発展

コミュニティ・スクール

学校関係者評価の実施

学校関係者評価委員会

地域住民や保護者、地域の団体等の人材
が参画し、活動プログラム等を企画。
※任意設置

学校区の協議会等

コミュニティ・スクール

学校運営協議会

学校支援地域本部等

学校支援部会

・学校と地域の連携方策、人材確保方策等の
検討

・学校関係者評価の実施

学校評価部会

※各地域・学校の特色ある活動として、地域教育部会、コミュニケーション推進部会、ふるさと学習部会など多様なケースが考えられる。

学校支援活動、放課後支援活動 等

参画
地域コーディネーター

・学校運営の基本方針の承認（必須）
・学校運営に関する意見（任意）
・教職員の任用に関する意見（任意）
＋学校支援活動等の総合的な企画・調整、学校関係者評価の基
本方針の検討など,学校運営に関する全体的な協議を行う場に

活動への
反映

※学校評議員の合議体を学校運営協議会に
発展させ、機能化させることも考えられる
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○年少人口は、昭和50年以降一貫して低下している
○65歳以上人口は、昭和25年以降一貫して上昇している
○生産年齢（15～64歳）人口は、平成4年にピークとなり、その後は低下を続けている

年齢３区分別人口の推移（昭和25年～平成25年）

【出典】人口推計（総務省統計局）

過疎化が進む地域の人口推移

○過疎化が進む地域では、人口が現在の半分以下に

【出典】国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会「国土の長期展望」中間とりまとめ
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地域活動および近所付き合いの程度

○地域から孤立している人は全体の２割を占める

高校卒業後の予定進路（両親年収別）

15.7

43.9

49.4

54.8

62.4

30.1

21.4

10.1

5.6

31.4
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10.0
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70.0

400万円以下 400-600万円 600-800万円 800-1000万円 1000万円超

4年制大学進学

就職など

高校卒業後の予定進路（両親年収別）

○家庭の経済状況と進学に相関関係がみられる

【出典】東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査 第１次報告書」（２００７年）
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家庭を巡る状況

（千世帯）

注） １ 一般世帯とは、(1)住居と生計を共にしている人の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者（ただし、これらの世帯と住居を共にする単身の住み込
みの雇人については、人数に関係なく雇主の世帯に含む）、(2)(1)の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに
下宿している単身者、(3)会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者を指す。
２ 1960年は、1％抽出結果による。

資料 1960年～2000年は総務省「国勢調査」、2020年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）2005（平成17）年8
月推計」より作成。
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○核家族世帯が増加している

母子世帯・父子世帯数の推移
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（千世帯）

（年）

母子・父子世帯の推移

母子世帯
父子世帯

注１：母子（父子）世帯とは、死別・離別・その他の理由（未婚の場合を含む）で、すでに配偶者のいない65歳未満の女（男）（配偶者が長期間生死不明の場合も含む。）と20

歳未満のその子（養子を含む）のみで構成している世帯をいう。

○母子世帯の数は増加傾向にある

【出典】厚生労働省 平成25年 国民生活基礎調査より
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【出典】内閣府男女共同参画局：男女共同参画白書 平成25年度版

共働き世帯の推移

○共働き世帯が増加している

【出所】厚生統計要覧、厚生労働省
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生活保護率年次の推移 7/28 山野委員提出資料より

○平成23年度の保護率は、昭和40年度と同程度である
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子育てに不安はあるか

子育てについての悩みや不安

○保護者の４割が悩みや不安を抱えている

【出典】文部科学省委託調査：家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究（平成20年）

0 20 40 60

子どものしつけやマナーのこと

子どもの健康や発達のこと

子どもの勉強や進学のこと

子どもの性格や癖のこと

子どもの生活の乱れや非行のこと

子どものいじめのこと

子どもの友人関係のこと

子どもの教育費のこと

子どもの気持ちがわからないこと

子どもとのコミュニケーション不足

子どもの反抗的な態度への親としての反応がわからない

子育てへの家族の協力が得られない

その他

（％）

悩みや不安が大きいものから順番に3位まで選択

第１位

第２位

第３位

法成立時
から4倍弱

虐待防止
法成立

【出所】厚生労働省（2013）「2013年7月報道発表資料 」
子ども虐待による死亡事例等の検証結果（第９次報告の概要）及び児童虐待相談対応件数等

児童虐待の増加 7/28 山野委員提出資料より

○児童虐待相談対応件数は増加している

35 



学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率
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学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率
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【出典】独立行政法人国立青少年教育振興機構（2014）
「青少年の体験活動等に関する実態調査（平成24年度調査)」

（注）平成23年度は調査が実施されていない。

○学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率は、低下傾向にある
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日本の若者の自己認識

【出典】内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査（平成25年度）」

○日本の若者は諸外国と比べて、自己を肯定的に捉えている者の割合が低い

自分自身に満足している
※「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した者の合計

調査対象者：満13歳から29歳の男女
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日本語指導が必要な外国人児童生徒数

平成14年度 平成24年度

小学校

12,523

人

17,154

人

平成14年度 平成24年度

中学校

5,317

人

7,558

人

１．４倍

通級による指導を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍

する児童生徒数（国・公・私立計）

（注） 平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍
する児童生徒数を合計した数字

(注) 平成５年度については、盲・聾・養護学校に在籍する児童
生徒数
を合計した数字。

（注） 要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、
準要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ず
る程度に困窮している者をいう。

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

小学校 中学校

平成５年度 平成25年度

２．１倍

小学校・小学部

平成５年度 平成25年度

１．９倍

中学校・中学部

平成７年度 平成２４年度

１．８倍

要保護

平成７年度 平成２４年度

２．１倍

準要保護

特別支援学級
45,650人

特別支援学級
120,906人

8.7

万人

15.3

万人

139.9

万人

特別支援学校

29,201人
特別支援学校

37,619人
特別支援学校

21,290人

特別支援学級

23,600人

特別支援学級

53,975人

特別支援学校

29,554人

１．４倍

平成５年度 平成２４年度

１．８倍

0.17
%

0.31
%

小学校 中学校

平成５年度 平成２４年度

２．１倍

2.56

%1.24

%

不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数

平成１８年度 平成２４年度

２．２倍

小学校

3,494

件

7,542

件

平成１８年度 平成２４年度

中学校

27,540
件

34,528
件

１．３倍

（注） 国・公・私立学校のデータ （注） 国・公・私立学校のデータ （注） 公立学校のデータ

67.9

万人

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

（出典）文部科学省「通級による指導実施状況調査」 （出典）文部科学省「学校基本調査」 （出典）文部科学省調べ

平成５年度 平成25年度

５．９倍

11,963人

平成５年度 平成25年度

２３．５倍70,924人
6,958人

(注)・通常の学級に在籍しながら週に１～８単位時間程度、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場で行う
教育形態。

・平成18年度から通級による指導の対象にLD及びADHDを加えた。
・小・中学校における通常の学級に在籍する発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童
生徒の割合は、６．５％程度と推計されている。（平成24年文部科学省調査。なお、学級担任を含む複数
の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。）

296人

学校現場が抱える課題の状況

1.6

2.9

2.9

2.1

7.1

19.3

38.3

3.0 

3.9

5.5

7.7

8.7

17.7
53.9

●教員の勤務時間は参加国中で断トツに長い!人員不足感も大きい

（時間）

勤務時間の合計

授業

事務業務

授業計画･準備

＜１週間あたりの勤務時間＞

同僚との共同作業/話
し合い

学校運営業務

34カ国/地域
中で最長課外活動

(ｽﾎﾟｰﾂ/文化)

日本日本

参加国平均

我が国の教員の現状と課題（TALIS2013結果より）

○日本の教員の１週間当たりの勤務時間は参加国最長（日本53.9時間、参加国平均38.3時間）
○課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が特に長い（日本7.7時間、参加国平均2.1時間）
ほか、事務業務（日本5.5時間、参加国平均2.9時間）が長い
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１．制度の概要

保護者や地域住民が学校運営に参画する「学校運営協議会」制度の導入により、地域の力を学
校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」を推進する。

これにより、子どもが抱える課題を地域ぐるみで解決する仕組みづくりや質の高い学校教育の実
現及び地域の教育力の向上を図る。

◆地方教育行政の組織及び運営に関する法律第四十七条の五

２．コミュニティ・スクールの指定状況

教育委員会が、学校運営協議会を置く学校を指定

○ 校長の作成する学校運営の基本方針の承認（必須）
○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見（任意）
○ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見（任意）
教育委員会はその意見を尊重して教職員を任用

（平成２６年４月１日現在）

＜学校運営協議会の主な役割＞

＜コミュニティ・スクールのイメージ＞

○平成２６年４月１日現在、全国１，９１９校が指定。
○学校設置者別では、４道県、１８７市区町村の教育委員会において指定。

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）について
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幼稚園 ６２ 園

小学校 １，０２８ 校

中学校 ４６３ 校

高等学校 ９ 校

特別支援学校 ８ 校

合計 １，５７０ 校

幼稚園 ９４ 園

小学校 １，２４０ 校

中学校 ５６５ 校

高等学校 １０ 校

特別支援学校 １０ 校

合計 １,９１９ 校

Ｈ２５．４．１ Ｈ２６．４．１

３４９校増

コミュニティ・スクール：４２都道府県内 １,９１９ 校
（幼稚園９４、小学校1,240、中学校５６５、高等学校１０、特別支援学校１０）

コミュニティ・スクールの学校設置者数：

４道県１5３市区町村（村６、町４６、市９４、特別区７）

※沖縄県は地図を拡大しています。

コミュニティ・スクール
指定校の割合(小中学校)

指定無し・・・
(全国平均)4.9%未満・・・

10%未満・・・
10%以上・・・
20%以上・・・

平成26年度 コミュニティ・スクールの指定状況

※ここでいうコミュニティ・スクール
は、「地方教育行政の組織及び運
営に関する法律」第47条の5に規
定された学校運営協議会が置か
れた学校を指す。
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＜東京都三鷹市の小・中学校＞

○平成20年度までに市内全校を指定し、全中学校区で小中一貫コミュニティ・スクールを推進。
○学校運営協議会の実働組織（学習ボランティア等）の協力や、家庭の教育力向上によって学
力向上に成果が出ている。

＜その他の意見の例＞
・学習・生活習慣が整えられ「学力向上が見られるようになった」（中土佐町の小学校）
・学力向上をめざすための「学力向上プロジェクト」などの組織を立ち上げた。（佐賀市の学園（小学校4校、中学校2校で運営））

76.9

80.1
81.2 81.5

75.4

84.5 84.9 85.4

76.8 76.2
77.6

78.9
79.2

79.4 80.8 81.4

75
77
79
81
83
85
87

１９年 ２０年 ２１年 ２２年

市学習到達度調査 小五・六 平均正答率

小五 国語

小五 算数

小六 国語

小六 算数

学力向上への対応

＜福岡県春日市の小学校＞

○平成17年度にコミュニティ・スクールを導入。４つの課題別コミュニティ「学びコミュニティ」「心を
育むコミュニティ」「体力コミュニティ」「安全安心コミュニティ」にわかれ、学校・家庭・地域の三
者協働により教育活動を推進。
（例）学校⇒共学・協同の授業、家庭⇒生活習慣、家庭学習、地域⇒学校支援、人材ﾊﾞﾝｸ

○家庭学習や基本的生活習慣の定着（朝食摂取、帰宅時間、８時間睡眠等）
○学力が徐々に伸びて県平均よりも高い水準になっており、自尊心も高まっているとの実感。

＜福岡県春日市の中学校＞

○平成18年度にコミュニティ・スクールを導入。中学校区のコミュニティ・スクール間で、生徒指導
上の課題等について課題を共有し、その解決に向けて協働による支援を充実。

○住民による地域パトロール、声かけの徹底により、補導件数が激減。

生徒指導上の課題への対応

コミュニティ・スクール導入による成果（一例）
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＜岡山県岡山市の中学校＞

○平成17年度にコミュニティ・スクールを導入（26年度現在、市内151校を指定）
○学校の荒れ・不登校など生徒指導上の課題を抱えており、中学校区での学校間・地域連携に
より情報共有・課題解決に取り組むことで生徒指導上の課題を早期の段階で発見・対応。

＜30日以上欠席者数＞

＜その他の意見の例＞
・子供に地域住民が以前よりも関心を示してくれるようになり、子供たちは地域で悪いことができなくなった。（川崎市の小学校）
・（コミュニティ・スクールになるまでは）いじめ、不登校、暴力等について学校と話し合う機会はなかった。（学校運営協議会委員）
・コミュニティ・スクールによって、明らかに子供たちが、元気にあいさつでき、問題行動がほとんどなくなっている。（学校運営協議会委員）

生徒指導上の課題への対応

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

12.4％ 13.0％ 10.0％ 10.2％ 9.0％ 8.6％ 5.0％

＜滋賀県湖南市の小学校＞

○平成19年に学校運営協議会を設置し、22年度には学校支援地域本部を開始。
○校内・校外の地域・ボランティアによる支援により、課題のある子供・家庭の課題解決に向け
た取組を推進。
・基礎・基本の積み上げ学習（家庭の積み上げ学習が成立しにくい子供への学びの提供）
・特別支援教育対象児への学習支援
・外国籍児童の日本語支援、教育ガイダンスの実施と情報ネットワークづくり
・夏休み「店長修行」（就労体験６年・３年） など
※「万引きを繰り返していた子供が、店長修行の後、万引きをしなくなった」（元校長）

課題を抱えている子供・家庭への対応

＜東京都武蔵村山市の中学校＞

○平成25年度に学校運営協議会を設置。民生委員、青少年対策地区委員会委員なども参画。
○学校及び学校運営協議会からの積極的な情報発信により、情報発信の不足が起因する保護
者からの要望等が減り、学校への理解が大きく進むとともに、保護者からの要望の多くが学
校への相談・協力へと変化。

保護者からの要望等への対応

＜福島県大玉村＞

○平成20年度に学校運営協議会を設置。「おおたま学園コミュニティ・スクール委員会」を設置し、
域内５校園（幼２、小２、中１）の学校運営協議会を一体的に運営。

○東日本大震災による困難な課題（放射線への対応）に対し、委員会の適切な意見や支持が学
校運営への信頼向上につながった。
・除染活動、運動会の開催、放射線教育

○部会の１つに「子ども・家庭支援部会」を設け、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰやｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの活動と
連携し、子供たちを巡る問題の解決に向けたニーズを把握し、支援の在り方を検討・実施。
⇒地域ボランティアの支援により、不登校の児童の居場所づくりにつながっている。

学校・地域の抱える課題への対応
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① 学校評価システムの構築（自己評価・学校関係者評価・第三者評価）

② 学校支援地域本部・放課後子ども教室の設立

○ 保護者、地域住民の参画意識の高揚

③ 大玉村教育ビジョンの策定

○ 明確な教育ビジョンと共有化できる子ども像の設定

④ 教育フォーラムの開催

○ コミュニティ・スクールの理解促進

⑤ 幼小中一貫教育の推進

○ 幼・小、小・中の連接

福島県大玉村の取組①

コミュニティ・スクール導入までの取組

大玉村のコミュニティ・スクールの特徴

【統合運営型コミュニティ・スクール】
５校園（幼稚園２園、小学校２校、中学校１校）の学校運営協議会を一体的に運営

(委員が、 ５校園の学校運営協議会の委員を兼ねる)

幼・小・中一貫校(おおたま学園)を目指す

５ 校 園

おおたま学園

各校学校運営協議会

おおたま学園コミュニティ・
スクール委員会

大
玉
村
教
育
委
員
会

保
護
者
・地
域
住
民

指導・助言

委員の推薦

学校の指定

参画・支援

説明

学校評価

参画・支援

情報発信

委員の任命

人事等の意見

承
認
・意
見

説
明

学
校
評
価

○コミュニティ・スクールと学校支援が連携した取組を行っている

＜コミュニティ・スクールのイメージ＞

※各校の学校運営協議会の委員とコミュニティ・スクール委員会の委員は、同一メンバーで構成

安齋委員提出資料より
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福島県大玉村の取組②

＜コミュニティ・スクール委員会の組織図＞

おおたま学園コミュニティ・スクール委員会

事 務 局

学校支援・地域教育部会 評価部会
子ども・家庭
支援部会

広報部会

学校支
援地域
本部

放課後
子ども
教室

学校関係
者評価委
員会

ＳＳＷ

連
携

連
携

連
携

連
携

＜成 果＞
○ 困難な課題への適切な対応⇒学校運営への信頼向上

・除染活動 ・運動会の開催 ・放射線教育

○ 学校支援の充実⇒教育の質の向上、安全・安心な教育環境
・学力の向上 ・部活動等の成績向上

○ 学校にかかわる人の意識の変化
・教育委員会事務局職員、教職員、保護者、地域住民

＜課 題＞
○ 人の異動への対応 ⇒ 新たな教職員、ＣＳ委員、保護者の理解促進
○ ＣＳにかかる時間の創出 ⇒ 事務のＩＣＴ化、マンパワーの強化
○ 財源の確保 ⇒ 首長部局とのコラボ

解決は、ＣＳで

成果と課題

＜コミュニティ・スクール委員会の委員数・構成＞
○ 委員数 ２５名以内
○ 構成

・保護者 ５名 ・地域住民 １０名
・当該設置校の校長その他の職員 ８名
・学識経験者 １名

＜事務局＞
○ 大玉村コミュニティ・スクールコーディネーター１名
・ 会議準備 ・ 連絡調整

CSが住民の自信・誇り

安齋委員提出資料より
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奈良市の取組①

○放課後支援と学校支援を地域教育協議会で一体的に実施。地域教育協議会メンバーを構成員として、
三笠中学校は学校運営協議会へ発展。

奈良市の地域連携の取組の経緯

学校支援と放課後支援の事業を、奈良市地域教育推進事業として市全体で実施。

都築委員提出資料より
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奈良市の取組②

事業を推進する組織体制

（各地域教育協議会）

総合コーディネータ

地域コーディネーター

（各運営委員会）

代表コーディネーター

地域コーディネーター

放課後子ども教室コーディネーター

（小学校）

各地域教育協議会、各運営委員会
にはコーディネーターを配置

＜コーディネーターの役割＞
・連絡と調整
・事業の運営

奈良市の地域教育協議会におけるコミュニティ・スクールの方向性

三笠中学校 学校運営協議会

・三笠中学校は、平成２４年１２月１１日より
コミュニティ・スクールに指定
・学校運営協議会委員には、地域教育協議会の会長や、
コーディネーターなど、地域教育協議会を支えてきた
メンバーが数多く含まれる
・学校運営協議会委員が教員研修に参加し、コミュニティ・
スクールの機能を説明するなど、積極的に取り組んでいる

自治会役員関係 ４名

現ＰＴＡ役員 ２名

元ＰＴＡ役員 ２名

教職員 ３名

学識経験者 ２名

その他（協議会会長、コーディネー
ター、民生委員、少年指導員など）

８名

合 計 ２１名

＜学校運営協議会委員の構成＞

都築委員提出資料より
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山口県の取組①

○校長の学校運営の水準にコミュニティ・スクールを位置づけ、県において県内各小中学校長に対し
コミュニティ・スクール運営に関する研修会への参加を義務付けている

コミュニティ・スクールに関する研修会

月 日 会 場 対 象 内 容 備 考

６月１４日（土）

山口県

セミナーパー

ク

・コミスク推進協力

校区等関係者

・学校運営協議会委

員

第１回コミスク研修会

（兼「第１回学校関係者と地域

関係者の合同研修会」）

・組織づくり

学校関係者約150名

運営協議会約150名

６月中旬
萩市立

萩東中学校
・新任校長

「フォローアップ研修会

・マネジメント
１～３年校長 約120名

６月下旬
光市立

浅江中学校

・コミスク推進校関

係者

第２回コミスク研修会

（兼「フォローアップ研修

会」）

・マネジメント

・評価指標

新任校長 約80名

推進校校長 7名

推進校委員 10名

７月１２日（土）
山口県

教育会館

・各学校長

・コミスク学校運営

協議会委員等

第３回コミスク研修会

（兼「学校と地域の連携・協働

に係る研修会」）

・模擬熟議

学校関係者約300名

運営協議会約200名

８月５日（火） 下関市市民会館 全国コミュニティ・スクール研究大会

１０月１１日（土）
山口県

教育会館

・推進協力校区等学

校関係者

第４回コミスク研修会

（兼「第２回学校関係者と地域

関係者の合同研修会」）

・リアル熟議（デモ）

・具体的な取組事例

・部会別協議

学校関係者約150名

運営協議会約150名

１１月中旬
長門市立

深川小学校

・コミスク推進校関

係者

第５回コミスク研修会

（兼「フォローアップ研修

会」）

・マネジメント

・評価指標

3年目校長 約70名

推進校校長 10名

推進校委員 10名

◆指導主事・社会教育主事研修会（年３回）

・コミュニティ・スクール及び地域協育ネット推進に関する会議

◆文部科学省研究指定校成果報告会（年１回）

・指導主事、社会教育主事、研究指定校代表者を対象とした成果報告会議

◆社会教育所管課との連携研修（通年）

・地域住民を対象とした地域コーディネーター育成講座

・学校運営協議会や学校を対象とした学校運営協議会における熟議の為の出前講座

◆教育長自主研修会、県教委と市町教委の合同研修会、課長会議、課長フォーラム

・コミュニティ・スクール導入や充実に関する研修

○平成２６年度の研修計画

新任校長を対象とした研修会のほか、学校関係者と学校運営協議会委員との合同研修等を実施

小西委員提出資料より
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項 目 キーワード、参考資料等

Ⅰ

学

校

経

営

７ 地域との連携
① 地域との連携・協働の方策が整っている。
② 地域コーディネーターとの連携が図られている。

連携・協働の方策・計画、地域担
当、コミュニティ・スクール、「地域
協育ネット」、「地域ぐるみで子ども
を育む仕組みづくり実践事例集（県
資料）」

Ⅲ

学

力

向

上

１ 学習指導要領の趣旨を踏まえた
内容の充実

① 各教科等の評価規準の見直しと手引き等の活用が行われ
ている。
② 指導要領の趣旨に沿った授業改善が進んでいる。
③ 学校運営協議会・保護者・児童生徒に授業計画（シラバス）
が提示されている。

評価規準、手引き、言語活動の充
実、全校体制による授業改善、シ
ラバス、学力の３つの要素、「新学
習指導要領実施上の手引き（県資
料）」

２ 学力向上への組織的な取組

① 学力向上に向けた具体的な目標が、学校運営協議会に提
示されている。
② 学力向上プランにもとづいた全校体制での組織的取組が推
進されている。
③ 調査結果等を踏まえた全校体制による検証・改善サイクル
が確立されている。

全国学力・学習状況調査、学力向
上プラン、成果の客観化、学力定
着状況確認問題、「学力向上に向
けた授業改善のために（県資料）」

Ⅳ

各
重
点
取
組
分
野

１ 山口県の教育目標達成

① ～未来を拓く たくましい「やまぐちっ子」の育成～に取り組
んでいる。
② 教育目標達成の視点「３つの力」「３つの心」を理解している。
③ 学校運営協議会に目標や目標達成の視点を提示している。

高い志、未来に向かって挑戦、知・
徳･体の調和、他者との調和、郷土
に誇りと愛着、グローバルな視点、
社会参画、「学ぶ力、創る力、生き
抜く力」「広い心、温かい心、燃える
心」、キャリア教育、コミュニケー
ション能力

Ⅴ

開
発
的
・予
防
的
な
生
徒
指
導

４ 児童生徒の主体的な活動
① 主体性な児童会・生徒会活動が行われている。
② 児童会・生徒会活動の成果が学校運営協議会等を通じて
地域に発信されている。

学校の活性化、主体性、地域等へ
の働きかけ

５ [中学校] 部活動指導

① 生徒・保護者に指導方針や休養日の設定等を考慮した活
動計画が周知されている。
② 学校運営協議会を通じて、保護者、地域の協力が得られて
いる。
③ より効率的・効果的な指導方法・体制が工夫されている。

学校の活性化、共通理解、指導方
針・必要経費、保護者の理解・協
力、人間形成、「よりよい生徒指導
に向けて～部活動編～（県資料）」、
「平成26年度版）望ましい部活動の
在り方について（県通知）」、「運動
部活動での指導のガイドライン（国
資料）」

Ⅵ

的
確
な
児
童
生
徒

理
解

５ 積極的な校種間連携

① 幼保・小・中・高連携への取組が積極的に行われてい
る。
② 教職員の意識が変化している。
③ 学校運営協議会を通じて保護者・地域に浸透している。

定期的な情報交換、出前授業・体
験入学、連携教育推進委員会、地
域との連携、積極的な情報発信、
「つながる子どもの育ち（県資料）」

山口県の取組②

学校経営の水準

平成２６年度学校運営充実のための視点

校長の学校運営の水準に「地域とともにある学校づくり」の視点を位置付け、研修会で配付

小西委員提出資料より

※「地域とともにある学校づくり」関連部分のみ抜粋
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文部科学省委託調査研究結果①

○平成23年度文部科学省委託調査研究 （以下、「23年度調査」）
「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証に係る
調査研究」（日本大学文理学部）

＜指定校校長調査＞

【調査対象】 全国のコミュニティ・スクール指定校 813校(人)
［小学校555校、中学校207校、その他(幼稚園・特別支援・高校・中等教育学校)51校］

【調査実施時期】 平成23年10月～11月

【調査方法】 郵送法(校長宛の郵送による発送と回収)

【回 収 数】 675校 (回収率 83.0％)

○平成25年度文部科学省委託調査研究 （以下、「25年度調査」）
「コミュニティ・スクール指定の促進要因と阻害要因に関する調査研究」（日本大学文理学部）

＜校長調査(指定校及び未指定校)＞

【調査対象】計1,201校
・コミュニティ・スクール（CS）実践研究の指定を受けた学校のうちCS指定校(校長) 434校(人) ※1
・上記のうちCS未指定校(校長) 135校(人)
・※1に該当しないコミュニティ・スクール(平成22年度～25年度)(校長) 632校(人)

【調査実施時期】平成25年10月～11月

【調査方法】郵送法(校長宛の郵送による発送と回収)

【回 収 数】760票(回収率 63.3％)

調査の概要
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文部科学省委託調査研究結果②

学校運営協議会法定外（権限外）活動

○学校支援活動を実施している割合が約７割、学校評価を実施している割合が約８割
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学校評価を実施

学校支援活動を実施

学校支援に必要な地域人材を発掘

学校支援活動を計画

地域行事を計画

学校行事を計画

保護者の苦情に対応

当てはまる

ある程度

当てはまる

小学校
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学校評価を実施

学校支援に必要な地域人材を発掘

学校支援活動を実施

学校支援活動を計画

地域行事を計画

学校行事を計画

保護者の苦情に対応

当てはまる

ある程度

当てはまる

中学校

【23年度調査】

権限外活動

成果認識項目

学校支援

活動を実

施

保護者の

苦情に対

応

学校評価

を実施

地域行事

を計画

学校行事

を計画

学校運営の改善
学校関係者評価が効果的に実施 ◎ ◎ ○

学校が活性化 ◎ ◎

児童生徒の変容
児童生徒の学習意欲向上 ◎ △ ◎ △

生徒指導の課題解決 ◎ △ ◎

教職員の変容
教職員の意識改革 ◎ △ △

教職員の子どもと向き合う時間の増加 ◎ △

保護者・地域連携の変容

学校に対する保護者や地域の理解の深

まり

◎

保護者や地域からの苦情が減少 ◎ △ ○

学校外の変容 地域教育力が向上 ◎ △ △ ○ ◎

家庭の教育力が向上 ◎ △ ○ ○

学校運営協議会法定外（権限外）活動と成果認識の関係性 【23年度調査】

注:◎＝強い有意な関係あり(p<0.01)、○=有意な関係あり(p<0.05)、△＝ある程度関係有り(数値差約10ポイント以上)

○学校支援活動と成果認識は有意な関係がある
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文部科学省委託調査研究結果③

コミュニティ・スクールの成果認識（指定校） 【23年度調査】
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63.8

56.3

51.4

50.5

46.5
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学校と地域が情報を共有するようになった

地域が学校に協力的になった

地域と連携した取組が組織的に行えるようになった

特色ある学校づくりが進んだ

学校関係者評価が効果的に行えるようになった

学校に対する保護者や地域の理解が深まった

保護者・地域の学校支援活動が活発になった

教職員の意識改革が進んだ

学校が活性化した

教育課程の改善・充実が図られた

保護者が学校に協力的になった

地域の教育力が上がった

地域が活性化した

児童生徒の学習意欲が高まった

保護者や地域からの苦情が減った

いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決した

児童生徒の学力が向上した

家庭の教育力が上がった

適切な教員人事がなされた

教職員が子どもと向き合う時間が増えた

※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計
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文部科学省委託調査研究結果④

コミュニティ・スクールの指定時期と成果認識

発現期からみた成果認識

【短期的成果】
・学校に対する保護者や
地域の理解の深まり

・学校と地域が情報共有
・教職員の子どもと向き
合う時間の増加
・教職員の意識改革

【中期的成果】
・保護者･地域による学
校支援活動が活発に
・地域が学校に協力的に
・学校関係者評価が効果

的に実施
・特色ある学校づくり
・地域連携の取組が効果

的に
・家庭の教育力が向上

【長期的成果】
・学校が活性化
・地域が活性化
・保護者が学校に協力的に
・児童生徒の学力向上
・生徒指導の課題解決
・児童生徒の学習意欲向上
・地域教育力が向上
・保護者や地域からの苦情
が減った
・適切な教員人事が実現
教育課程の改善

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

学校と地域が情報共有

学校に対する保護者や地域の理解の深まり

教職員の子どもと向き合う時間の増加

教職員の意識改革

保護者や地域による学校支援活動が活発に

地域が学校に協力的に

学校関係者評価が効果的に実施

特色ある学校づくり

地域連携の取組が効果的に

家庭の教育力が向上

学校が活性化

地域が活性化

保護者が学校に協力的に

児童生徒の学力向上

生徒指導の課題解決

児童生徒の学習意欲向上

地域教育力が向上

保護者や地域からの苦情が減った

適切な教員人事が実現

教育課程の改善

コミュニティ・スクールの成果認識の指定年度別数値差

平成16・17年度－平成23年度の数値

短期的成果

中期的成果

長期的
成果
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文部科学省委託調査研究結果⑤

学校運営協議会運営上の課題（指定校）
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学校運営協議会に対する一般教職員の関心が低い

学校運営協議会の存在や活動が

保護者・地域に余り知られていない

会議の日程調整・準備に苦労する

管理職や担当教職員の勤務負担が大きい

委員謝礼や活動費などの資金が十分でない

適切な委員の確保・選定に苦労する

協議会の提案事項を遂行するために

教職員が多忙になる

会議での議論が活発でない

委員が学校の状況を十分理解していない

委員の出席状況がよくない

一部の有力者等の意見に支配されがちである

現在、学校運営協議会を運営する上で、課題になっていることには

どのようなことがありますか。

※「はい」と回答した校長の割合

【23年度調査】
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文部科学省委託調査研究結果⑥

校長の課題認識－指定前後の変化－
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管理職や教職員の勤務負担が増える

学校運営協議会の成果が不明確である

類似制度との違いが理解できない

従来の地域連携実践と変わらないだろう

活動費や委員謝礼の支弁が困難である

制度が形骸化するのではないか

学校運営協議会委員の人材が得られない

学校支援地域本部事業でも十分だろう

保護者・地域の意見が反映されているので

コミュニティ・スクールは特に必要ない

任用の意見申し出で人事が混乱しないか

特定委員の発言で学校運営が混乱する

教育委員会のサポートが得られない

保護者・地域の協力が得にくい

学校の自律性が損なわれる

委員同士の意見対立が起きないか

教育上の学校間格差が生じかねない

■指定前：コミュニティ・スクールに指定される以前は、

どのようなことを課題視していましたか

■指定後：コミュニティ・スクールに指定された現在、

どのようなことが実際の課題になりましたか

※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計

○課題認識は、指定によって一定程度解消される。

【25年度調査】
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〈都道府県〉 推進委員会

〈市 町村〉 運営委員会

○コーディネーターの配置
○活動内容、安全管理方策、運営方法の検討

○域内の他事業との連携や教育支援活動の在り方の検討
○コーディネーター・教育活動推進員等の研修の実施
○スクールヘルスリーダーによる子供の健康等に関する指導助言 等

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちを健やかにはぐくむためには、学校、家庭及び地域住民
等がそれぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全体で教育に取り組む体制づくりを目指す必要がある。
そのため、地域住民や豊富な社会体験を持つ外部人材が参加する学校サポーター等を活用し、学校支援地域本部や放課後子供教

室、家庭教育支援、地域ぐるみの学校安全体制の整備、スクールヘルスリーダー派遣などの学校・家庭・地域の連携協力による様々
な取組を「土曜日の教育活動推進プラン」と連携しつつ推進し、社会全体の教育力の向上を図る。

26年度：12,000箇所

・活動拠点(居場所)の確保
・放課後等の学習指導
・自然体験活動支援
・文化活動支援 など

・家庭教育支援拠点機能の整備
・家庭教育支援チームによる相談や支援
・親への学習機会の提供など

放
課
後
子
供
教
室

家
庭
教
育
支
援

「放課後子どもプラン」として
厚生労働省の児童クラブと連携

ニーズ把握

取組内容の企画調整

人材等のマッチング

学校

（教職員）

地域の

多様な

人材

家庭

（保護者）

地域コーディネーター

地域社会全体で様々な教育支援活動を実施し、学校・家庭・地域の協働体制の構築を図る

・授業等の学習補助
・教職員の業務補助
・部活動指導補助
・学校行事支援
・学校環境整備
・登下校の見守り等

学
校
支
援
地
域
本
部

地域人材の参画

・スクールガードリーダーによる
学校安全体制の整備等

多
様
な
教
育
支
援
活
動
の
実
施

地域の実情に応じて
有機的に組み合わせて

実施可能

多
数
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

教
育
活
動
サ
ポ
ー
タ
ー

教
育
活
動
推
進
員

家
庭
教
育
支
援
員

【学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業】

学校・家庭・地域の連携協力推進事業 平成２６年度予算額 ３，８１４百万円
（平成２５年度予算額 ４，９２４百万円）

学校支援地域本部 学校

支援内容や方針等についての合意形成（関係者により構成される協議会など）

（地域）コーディネーター

地域住民等

学校支援ボランティア

地域住民や児童生徒の保護者，学生，
社会教育団体，NPO，企業など地域全体で活動に参画・協力

教員

学校支援活動
【活動の例】
○学習支援（授業補助，教員補助等）
○部活動支援（部活動の指導補助）
○環境整備
（図書室や校庭などの校内環境整備）
○子供の安全確保
（登下校時の通学路における見守り等）
○学校行事支援
（会場設営や運営等の補助）

学校教育活動

支援・協力依頼

（活動の企画，学校・地域との連絡・調整）

参 画

地域で学校を支援する仕組みづくりを促進し，子供たちの学びを支援するだけでなく，地域住民の生涯
学習・自己実現に資するとともに，活動を通じて地域のつながり・絆を強化し，地域の教育力を向上

地域住民等の参画により，学校の教育活動を支援する仕組み（本部）をつくり様々な学校支援活動を実施

平成25年度実施箇所数：3,527本部（小学校5,939校、中学校2,715校）
全公立小・中学校区の約28％

教頭・主幹教諭等、
学校側の窓口

学校支援地域本部
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放課後子供教室
（文部科学省）

コーディネーター

地域住民や大学生、企業ＯＢ、民間教育事業者、文化・芸術団体等の様々な人材

（取組の企画、担い手確保、全体調整）

参 画

教育活動推進員
教育活動サポーター

（学習支援や多様なプログラムの実施、安全管理）

放課後児童クラブ
（厚生労働省）

地域住民や大学生・企業ＯＢなど様々な人材の協力を得て、放課後等に全ての子供を対象とした
学習支援や多様なプログラムを実施

平成25年度実施箇所数： 10,376教室（全公立小学校の51％）

『放課後子どもプラン』
として、連携して実施

全ての子供たちに対して、学校の余裕
教室、体育館、公民館等を活用して
様々な取組を実施

＜1教室あたり平均参加人数:約30人/日＞

○体験活動
・工作・実験教室
・料理教室
・スポーツ
・文化活動

放課後児童クラブに
参加している子供が
放課後子供教室の
取組に参加

・余裕教室等を提供
・子供の放課後や学校での
様子などについて、日常的、
定期的に情報共有

学 校

【取組の例】

○学習支援
（約６割の教室が実施）

・宿題の指導
・読み聞かせ

＊経費は運営費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等への謝金）

○交流活動
・自由遊び、昔遊び
・地域の行事への参加

など

多様な
プログラ
ムの提供

連携・協力

放課後子供教室の概要 国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

補助率

すべての子供たちの土曜日の教育活動の充実のため、地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等
の協力により、土曜日に体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施する取組を支援し、教育支援体制
等の構築を図る。

◆地域の多様な経験や技能を持つ人材をコーディネートし、土曜日ならではの活きたプログラムを実現！

～実践例～

★算数・数学
エンジニアによる
使える算数・数学講座

★理科：
研究者による科学実験教室

★社会
公務員による活きた政治経済学習

★外国語：
在外経験者による英会話

★総合学習
企業との協働による商品
開発・キャリア教育

◆土曜日の教育支援体制の仕組み◆

企業人企業人公務員公務員

農林漁
業者
農林漁
業者

大学・

研究者

大学・

研究者

外国人外国人
在外

経験者

在外

経験者

土曜教育
コーディネーター

教職員
土曜教育
推進員

教
育
支
援
活
動
の
実
施

す
べ
て
の
子
供
た
ち
の
土
曜
日
の
教
育
支
援
体
制
等
の
構
築

・運営委員会を設置
（学校・経済団体・商工会・PTA・社会教育団体等で構成）

・土曜日の教育活動全体の方針を検討

依頼要望

企画・参画

・教科に関連した体系的・継続的な
教育プログラムの企画

・内容に応じた多様な支援人材の
発掘・依頼

・具体的なプログラムの検討 等

連携

社会を生き抜く力を培う
土曜日ならではのプログラムの実践

※教育課程に位置づけることも可

＜教員とのTTによる数学＞

＜市民講師による英会話＞

※公民館等で教え方を学習

市町村

＜各学校区＞

平成26年度予算額：１3億円（新規）＜生涯学習政策局社会教育課＞

［うち新しい日本のための優先課題推進枠：１3億円］
国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】

地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業
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